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○事務局 それでは、定刻となりましたので、ただいまから第３回「市区町村の支援業務

のあり方に関する検討ワーキンググループ」を開催いたします。 

 構成員の皆様には、お忙しい中お集まりいただきまして、誠にありがとうございます。 

 なお、本日、奥山千鶴子構成員、渡辺構成員から御欠席の御連絡をいただいております。 

 それでは、これより先の議事は松本座長にお願いいたします。よろしくお願いいたしま

す。 

○松本座長 こんにちは。お忙しいところお集まりいただいて、どうもありがとうござい

ます。 

 早速議事に入りたいと思いますので、事務局から資料の確認をお願いいたします。 

○事務局 それでは、資料の確認をさせていただきます。 

 配付資料は右上に番号を付しておりますが、資料１～４、参考資料１～４になっており

ます。追加資料といたしまして、鈴木構成員からの資料のホチキス留めになっているもの

と、加藤構成員からの資料がございます。 

 あと机上配付資料ということで、「子ども虐待による死亡事例等の検証結果等について

（第12次報告）」を１冊、皆様にお配りしております。 

 資料は以上でございますが、御確認いただければと思います。資料の欠落等がございま

したら、事務局までお申しつけください。 

 以上でございます。 

○松本座長 資料はよろしゅうございますでしょうか。 

 それでは、本日の議事に入りたいと思います。議案は１点であります。「市区町村にお

ける支援拠点の機能について」ということです。 

 今日で３回目でありますけれども、前２回はそれぞれの構成員の方から、それぞれの地

域の実情等も踏まえて御意見をいただきました。検討事項というふうにまとめていただい

たものについて御意見いただくという形でしたけれども、それぞれの支援拠点のイメージ

というものを出していただいて、少し共有できたかなと思います。第１回のところでお願

いをしましたけれども、なるべく早く運営指針のたたき台を出していただいて、それに基

づいて具体的な議論に入ろうということであります。今日は実質その初回でありますので、

本格的な議論がスタートすると、イメージの共有というよりはむしろ具体的にどういうも

のを構想して、運営指針等に何をどう書き込んでいくのかということについて、具体的に

御議論をいただければと思います。今日で結論を出すというよりも、この後、来月あるい

はその後も含めて数回のうちに結論を見たいと思いますので、今日は後ほど御説明いただ

きますけれども、運営指針の素案を出していただいておりますので、それをもとに忌憚の

ない御意見をいただければと考えております。 

 それでは、事務局から、運営指針のたたき台と関連する案について御説明をいただきた

いと思います。 

 進め方ですけれども、その後、それぞれの構成員の方から資料を出していただいており



2 

 

ますので、それの御説明もいただいて、前半の約１時間としたいと思います。その後の後

半の１時間は議論に充てたいと考えております。 

 では、よろしくお願いします。 

○竹中虐待防止対策推進室長補佐 それでは、事務局から配付しております資料の御説明

をさせていただきたいと思います。 

 まず資料１ですけれども、これまでのワーキンググループにおける構成員の主な意見と

いうことで、第１回、第２回でいただきました御意見につきまして、左側の区分ごとに整

理をさせていただいております。青字のところが第２回のものでございまして、追記をさ

せていただいたものでございます。 

 その中で１つ、資料の９ページ、区分で言うと「６．その他」の第２回の２つ目のポツ

でございます。市町村で現在行っている子育て支援施策の見やすい一覧のようなものを作

成できないかという宿題をいただいておりまして、それにつきましては、参考資料１、A4

の縦の資料でございますけれども、「市区町村における子育て支援施策及び母子保健施策

の概要」ということで、下の１ページ目に対象年齢別でそれぞれ今、市区町村で展開・実

施されている子育て支援施策ですとか母子保健施策のものを並べさせていただいたものに

なっています。それぞれ母子保健施策、子育て支援施策、支援が必要な家庭への支援とい

うことで事業を並べておりまして、その中に数字が書かれておりますけれども、この後ろ

のところにこの施策に見合ったいわゆる個票、概要を付けているという資料構成にしてご

ざいます。 

 さらに、市区町村では、１ページの一番下に書いておりますけれども、こういった上記

以外のもので地方自治体が独自に地域の実情に応じて単独で実施しているものももちろん

含むということになっています。ここでは、いわゆる国庫補助事業をベースとした施策を

一応整理させていただきました。またいろいろと御意見があれば、言っていただきたいと

思っております。 

 それでは、今日の本題の資料２－１の説明に移らせていただきたいと思います。資料２

－１、A4の縦でございますけれども、「「市区町村における児童等に対する必要な支援を

行うための拠点」（仮）運営指針（素案）のたたき台（案）」でございます。前回、いわ

ゆる検討事項案ということで事項を並べさせていただいて、それについて御議論いただい

たわけですけれども、その第２回の議論と、その後追加でいただいた御意見を今回反映さ

せたものが、赤字で記載している部分になっております。 

 この資料ですけれども、１ページを見ていただくと、「２．実施主体」の括弧のところ

で、これまでのワーキンググループでの主な議論ということで、それぞれの事項に見合っ

た第１回、第２回、もしくは追加の御意見の議論をここに記載しております。 

 さらに、御議論いただきたいことということで、今回、論点として特に御議論いただい

た方がよいのではないかということを、この括弧内でそれぞれの事項ごとに書かせていた

だいているという状況でございます。 
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 前回の資料では、３月の専門委員会報告に記載されていたものも参考で書かせていただ

いておりましたけれども、それは今回この資料上からは外させていただいて、専門委員会

の報告の記載につきましては、資料２－２「参考資料」に入れてございます。１枚めくっ

ていただいて、３ページと４ページのところに、専門委員会でのこの拠点に関する記述を

載せておりますので、これもあわせて参考でご覧いただきたいと思っております。 

 資料２－１ですけれども、「１．趣旨・目的」から、幾つかいただいた御意見を受けて

修正しております。 

 「２．実施主体」につきましても、委託をする際の市区町村の留意すべき事項というこ

とが前回も御議論になっておりましたので、それについて追記をさせていただいているも

のです。その中で御議論いただきたいこととしましては、社会福祉法人等に委託する場合

に、委託先の要件をどこまで具体的に記載すべきなのか。支援内容のどの範囲までを可能

とするのかというようなことを記載させていただいております。 

 次に「３．支援対象」でございます。これにつきましては、さまざまな御意見をいただ

いているということになっております。 

 ２ページ目のワーキングでの主な議論ということで、これまで支援拠点は要保護に限定

すべきではなく、全ての子ども・家庭を視野に入れることが必要ですとか、支援対象者は

要保護、要支援レベルと絞り込んで集中的に支援を行うべきではないかという御意見です

とか、支援対象については、要保護、要支援と定義で悩む話ではなくて、どういう関わり

なのか、緊急度なのかというようなところで議論していくべきではないか。さらには、新

たな拠点は要支援家庭から要保護家庭を対象として、その上で、一般の家庭や気になる家

庭を対象とする地域子育て支援と新たな拠点はしっかりと連携するというような仕組みに

してはどうかというような御意見をいただいたところでございます。 

 それを踏まえまして、１ページ戻っていただいて、支援の対象につきましては、今回の

ところでは、「要支援児童若しくは要保護児童及びその家庭又は特定妊婦等」ということ

で書かせていただいております。 

 ２ページに行っていただきまして、御議論いただきたいことでは、こういった支援対象

を明確化することが必要と考えているが、どのように整理をしていくかということが今回

テーマになるのではないかと思っております。 

 参考として、前回、用語の定義のお話が出ておりましたので、２ページ目の上のところ

に、児童福祉法上の定義につきまして、参考として記載をさせていただいているというこ

とになっています。 

 次に「４．支援内容」でございます。これにつきましては、法律上どういったことをし

ていくのかということが羅列してあるわけなのですけれども、それをさらにブレイクダウ

ンした形で（１）～（７）の事項に分けて整理をさせていただいております。特に複数の

構成員の方から、（３）の支援計画の作成について行うべきではないかという御意見があ

りましたので、新たに記載をさせていただいているという状況でございます。 
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 ４ページに行っていただきまして、この支援内容に関しまして御議論いただきたいこと

としましては、児童相談所による指導措置の委託を受けて市町村が行う指導、いわゆる市

町村指導の支援内容については、書き分けて整理する必要があるのではないかということ

ですとか、（７）のその他の必要な支援のところで、この支援拠点、市町村がどこまで対

応していくのかと。例えば非行相談ですとか養育里親の支援などについても、こういった

市町村、支援拠点で担っていくべきかというようなことを論点として挙げてございます。 

 次に「５．類型」でございますけれども、今回、児童人口規模に応じたところで、その

目安を記載させていただいております。大規模型のところでは、大都市部を中心として、

例えば人口45万人程度で１か所、もしくは標準型であれば、中規模市部、人口約17万人程

度のところで１か所、小規模であれば、小規模市町村部で、人口約5.6万人程度で１か所な

どという目安をとりあえず書かせていただいています。 

 さらに、その類型ごとに配置人数の例示を望ましい表現で書かせていただいております。

その例示の中で、例えば小規模市町村部に限って書かせていただいておりますけれども、

５ページの上のところで、この名称については全部仮称になりますけれども、児童家庭支

援員を２名、１名は非常勤でも良いのではないか。虐待対応専門員も１名で、非常勤でも

良いのではないかということで、計３名の配置をするなどが望ましいというような目安な

どを書かせていただいております。これについて、また御議論いただきたいと思っていま

す。 

 さらに、支援拠点は多様な運営方法を工夫していくことが地域の実情に応じて必要では

ないかということで、そこでは今回、この要保護児童対策地域協議会との関係と、子育て

世代包括支援センターとの関係、これは前回もいろいろと御意見をいただきましたので、

一応書かせていただいております。特に要保護児童対策地域協議会のところでは、要保護

児童対策地域協議会の調整機関の機能を支援拠点で担うことが望ましいというようなこと

を書かせていただいておりまして、そこが支援拠点としての持つべき機能のあり方の議論

にもなりますので、こういったところの御意見をいただきたいと思っております。 

 御議論いただきたいこととしましては、こうした類型に応じたモデル、配置例等を示す

必要があると考えておりますけれども、どのように整理をしていくのかですとか、他の社

会資源、御意見の中では例えば児童養護施設ですとか児童家庭支援センターなどが入りま

すけれども、そういった社会資源ですとか、役所内の関係部局との関係性の整理というも

のをどこまで具体的に記載していくのかというようなことが論点になるのではないかと思

っております。 

 「６．主な職員」に関しましても、支援拠点で必要と考えられる専門職の配置について

書かせていただいております。ここでは、この支援拠点のモデルとなりました東京都の子

供家庭支援センターの配置の体制を参考として書かせていただいております。東京都の体

制につきましては、資料２－２「参考資料」の５ページ「東京都「子供家庭支援センター

事業」の概要」ということで、東京都からいただいて、こちらの方で加工させていただい
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た資料を載せておりますけれども、その中で職員体制としては、子供家庭支援ワーカーを

常勤であれば２人、非常勤であれば１人、虐待対策ワーカーについては、先駆型であれば

常勤１人ですとか、心理専門支援員、常勤であれば１人もしくは非常勤であれば２人以上

というような目安を東京都の子供家庭支援センターの方ではお示ししておりますので、そ

ういったものをある程度参考として、主な職員の配置について書かせていただいておりま

す。 

 ここの５ページのところで、職員の状況についてなのですけれども、実際に今の市区町

村でどのような人たちがこういった相談業務に応じているかというようなものを国の方で

調査しておりまして、今見ていただいた東京都子供家庭支援センターの同じ資料の９ペー

ジに「市町村における虐待対応担当窓口職員の配置状況」ということで、これは平成27年

４月１日現在で、市町村にどれだけの相談対応窓口の職員が配置されているかという現状

の資料でございます。ここではそれぞれ人口規模もしくは都市別で分けておりまして、総

数としては、一番右下に書いております8,411人の職員が配置されている。そのうち、例え

ば指定都市・児童相談所設置市であれば1,308人で、村であれば419人というような配置状

況となります。 

 ちなみに、参考なのですけれども、この左側の８ページの一番上の欄ですが、27年４月

１日現在の市町村数が書かれてございます。指定都市・児童相談所設置市であれば22、村

であれば183という状況なのですけれども、このそれぞれの市町村数をもとに、９ページの

一番下に書いてある担当窓口職員の、１市町村当たり何人ぐらい平均として配置されてい

るかというもの、資料の方に書けばよかったのですけれども、ちょっとそこが落ちており

まして、口頭で言わせていただきますと、左の方から、９ページの指定都市・児童相談所

設置市は1,308人で、市町村数が22ですので、これを割り戻しますと１市平均59.5人の職員

が配置されているということになります。その右側の市区、30万人以上ですと13.3人、市

区の10～30万未満のところですと6.8人、さらにその右の市区で10万人未満のところでは

4.2人、町のところでは3.0人、村のところでは2.3人というような配置になっています。や

はりこれはかなり人口規模ですとか、それぞれの地域の実情に応じて配置人数の違いとい

うものも踏まえて検討する必要があるのではないか。ちなみに、全国平均で言うと4.8人と

いう状況になっております。 

 さらに、この8,411人がどういった資格とかを持っているかというのは、そこの上のとこ

ろに書いてありまして、ちょっとこれは細かいので、もう一枚めくっていただきまして、

11ページ、一定の専門資格を有する者の割合ということで、それぞれ先ほどの区分ごとに

分けたもので、やはり指定都市・児童相談所設置市ですとか一般市で大きいところ、人口

が多いところについては、約８割の人たちが専門資格を持っておりますけれども、逆に町

村などでは半分以下という状況になっています。 

 その下の12ページは、正規職員・正規以外の職員の割合ということになりまして、逆に

これは大きいところ、指定都市とかは８割弱が正規職員で、２割ちょっとが正規以外とい



6 

 

うことになりますけれども、町や村ですと９割以上が正規職員で対応しているという状況

になっています。 

 さらに、右側の13ページのところは、それらの職員が専任か兼任かという状況ですけれ

ども、大きいところ、指定都市・児童相談所設置市では４割弱のところが専任の職員で、

逆に６割ちょっとは兼任ということになっています。人口30万人以上のところでは６割の

職員が専任で、それ以外の４割が兼任という状況です。やはり小さいところですと、逆に

町では専任が8.6％、村では専任が5.7％という状況で、９割以上が他の仕事と兼任でやっ

ているという状況があります。本日の議論の参考になるかと思いまして、御紹介をさせて

いただきました。 

 それでは、資料２－１の６ページに戻っていただきまして、この「主な職員」のところ

で御議論いただきたいことは、主な職務の内容をどこまで具体的に記載していくのかとい

うことですとか、資格等の要件をどこまで限定するのかというようなことを書かせていた

だいております。 

 「７．施設・設備」につきましては、標準的な施設・設備を記載しておりまして、御意

見の中で、７ページですけれども、相談していることを知られたくない保護者が多く、遊

びに行ったついでに相談できるというような環境設定が必要ではないかというような御意

見をいただいておりましたので、親子の交流スペースというものを追加させていただいて

おります。 

 御議論いただきたいこととしましては、既存の建物等を活用して支援拠点を設置する市

区町村が多いと思われますけれども、必要な施設等について、どのように整理するのかと

いうことを書かせていただいております。 

 最後の「８．関係機関との連携」ということで、やはり児童相談所との連携は非常に重

要だということで、今回、別で書かせていただいております。 

 さらに、７ページのその下のワーキンググループでの主な議論の一番上のところでは、

ソーシャルワークとして市町村が機能するためには、社会資源である児童家庭支援センタ

ーですとか民間団体等との連携のあり方を示すことが必要ではないかという御意見もいた

だいております。 

 ８ページのところで御議論いただきたいこととしましては、児童相談所との連携につい

て、どこまで具体的に記載するのか。他の関係機関との連携の整理をどこまで具体的に記

載するのかというようなことを書かせていただいております。 

 以上、前回と追加の御意見を反映させた資料を御用意させていただきましたけれども、

今回、さらに議論を深めていただきたいと思います。先ほどの地域の実情、現状をどのよ

うに考慮して、標準的な内容を示していくかというところが議論のポイントになるのでは

ないかと思っております。 

 資料２－１の説明については、以上です。 

 あと最後、簡単に配付している資料で、参考資料２－１と２－２ですが、これは前回、
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奥山構成員から、新たな時代に対応した福祉の提供ビジョンというようなものも国の方か

ら出されていて、こういったものも見据えながら議論を進めていく必要があるのではない

かということで、その関連の資料を参考資料２－１、２－２として入れさせていただいて

おります。 

 さらに、参考資料３では「市町村児童家庭相談援助指針の改正案について」ということ

で、これはいわゆる児童相談所の運営指針に対応する市町村版になりますけれども、これ

について、６月３日の公布日と10月１日施行分について所要の改正を行う必要があって、

それを10月末を目途に各自治体に対して通知する予定の案ということで、今回お示しをさ

せていただいております。今回は、法改正に伴う形式的な改正ということで、主な改正点

のところにも書いてありますけれども、児童の福祉を保障するための原理の明確化のこと

ですとか、家庭と同様の環境における養育の推進など、こういった今回法律の中に盛り込

まれたことを形式的に書かせていただいたということで、抜本的な改正につきましては、

今後このワーキンググループの中で御議論いただいて、来年４月１日の施行分も含めて年

度末に発出を行っていくというような予定になっております。とりあえず現時点のものを

参考としてお配りさせていただいております。 

 あと、参考資料４で、本体の方も配付しておりますけれども、死亡事例の検証結果、今

回で第12次報告になります。これについては、丁度前回、第２回のワーキンググループと

同じ日に公表させていただきましたので、その関連資料を付けておりますので、参考にご

覧いただきたいと思います。 

 少し長くなりましたけれども、説明は以上でございます。 

○松本座長 どうもありがとうございます。 

 それでは、御質問等あるかと思いますけれども、構成員の方から資料の御説明をいただ

いてから、一括して質問と議論に直接入りたいと思います。 

 引き続いて、関連資料を御提出いただいた構成員から御発言をいただきたいと思います。

時間の都合がありますので、大体お一人５分をめどにお願いできればと思います。残りの

発言は、他の方も含めて後段の議論のところであわせてと思います。 

 最初に、資料の順番で、井上構成員の方からお願いいたします。 

○井上構成員 井上です。それでは、類型について考えを述べたいと思います。 

 一応、私の立ち位置は、母子保健、児童福祉、学校教育などの行政区分に属さない者で

あるということと、予防接種や乳幼児健診などを通し、乳幼児早期から母子と接する機会

のある小児科医であるということです。 

 資料の０をご覧ください。類型を考える場合でも、改正された児童福祉法の第１条、第

２条を常に念頭に置かなければならないということ、これに新たな時代に対応した福祉の

提供ビジョンの観点を加えて検討する必要があるということを意識したいと思います。 

 例えば若年妊婦である、精神疾患があるなどの理由で出産直後から赤ちゃんをケアでき

ない状態の母親で、一時保護の必要があると判断され、乳児院にケアをお願いするケース
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があったとします。資料１の大分県をご覧ください。例えば左の上部の中津市の場合、乳

児院は真ん中辺の別府市にありますので、母親が少し落ちつき、赤ちゃんに会いたいなと

なっても、車や特急電車で１時間近くかかるわけです。これに経済的な問題や精神的な苦

痛が絡みますと、何度も会いに行くことができずに、結局赤ちゃんのケアを諦めるという

ことが起こります。今回の改正では、このような状態は不適切ですというような判断がな

されたわけです。 

 では、小規模の大分県で説明をします。この地図は、国土地理院のデータを参照してい

ます。右上の赤い囲みにありますように、大分県の児童相談所は中央児童相談所と中津児

童相談所の２つがあります。図の太い赤線がその境です。ですので、中津児童相談所は中

津、宇佐、豊後高田、日田の４つの市を管轄し、それ以外は中央児童相談所が担当してい

ます。 

 次に、オレンジの囲みは福祉事務所がある市町村です。市町村合併をしなかった４つの

町村以外、全ての地に福祉事務所があることを示しています。ここで示したいことは、南

部の佐伯市は人口約３万、その横の豊肥医療圏が合わせて約６万ですが、実際の生活を見

ますと、山間部で地図上では隣町であっても、移動するには谷を下って幹線道路に入り、

また谷を上らなければならないというような事情があるということです。逆に、高速道路

が整備された場所は、かかる時間は同じで長い距離を移動でき、より充実した施設のある

大分市などへは簡単にアクセスできるということになります。ですので、このような事情

は各県の地理的状況や道路・鉄道事情に大きく左右されますので、目安としての人口区分

で３型を作りましても、各県の事情に合わせてそれを国が監督するのが妥当と思います。 

 この住民の視点や生活に寄り添うシステムづくりとして、地域包括ケアビジョンとかの

観点も加えて検討しますと、子ども虐待ケアの地域システムで欠くことのできない基幹病

院とか保健所の設置も含まれた二次医療圏の考え方を福祉事務所とともに地域支援拠点の

区割りにも反映させた方が、住民に優しいシステムになるのではないかと思っています。 

 市区町村業務の地区担当制の同様のシステムが動いています。 

 なお、大分県の市町村は全部で18であり、この全てに要保護児童対策地域協議会が設置

されています。ただ、運営状況の内容は各市町村で異なっており、今後、今回の法改正を

受けて、ワーキング・ミニマムなどを整理する必要があるなと改めて思いました。 

 では、資料２の北海道の地図をご覧ください。ここでも赤の９つの児童相談所、オレン

ジの福祉事務所、黒線の二次医療圏で分割しています。ここでは、札幌市児童福祉総合セ

ンター、旭川、釧路児童相談所の３つを比べながら、利用者である住民や子どもの視点に

立って論じたかったのですが、時間の関係で無理ですので簡単に述べます。 

 札幌市は省略しました。 

 資料３、４の旭川児童相談所の資料では、この広大な管轄範囲をどのようにすれば大分

県のところで述べたような今後の新しい理念に基づいたケアが提供できるかを考えていた

だけたらと思います。 
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 資料の４に、赤は富良野市近辺、緑は士別市、名寄市、その他の小さい町村、それから

旭川の周辺に分けているのですけれども、実際の地図で見ますと、人の動きを全体で考え

ていきますと、これを一括して見ていくというのはやはり難しくて、黒線の二次医療圏の

ところで括るのとちょうど同じようなくくりでなっているなというのがわかります。です

から、やはり人の生活とか、既にあるシステムに乗っけていくということが大事なのでは

ないかと思いました。 

 資料５と６は、釧路児童相談所の業務概要からです。この資料で伝えしたいことは、児

童福祉部の作成した資料ですが、母子保健や学校教育からの統計データを盛り込んでいま

して、その地域の子どもに関する資料をきちんと作成している点です。ここには準備して

いませんが、釧路児童相談所内の区割りごとの担当者名もちゃんと載っておりました。 

 資料７は要保護児童対策地域協議会の設置状況につき、協議会名称と事務局を示してい

ます。さまざまなあり方があるのが分かると思います。見てお分かりのとおり、高齢者の

介護福祉課とかいろいろなところが要保護児童対策地域協議会を持っているところもある

のだなと、改めて思ったところです。 

 いずれにしても、北海道の各児童相談所から出されている業務概要は、よく整理されて

おりましたので、とても役に立つと思いました。 

 最後に、従来保健所が作成している母子保健統計に児童福祉の業務である乳幼児全戸訪

問事業の訪問率とか継続訪問数、率などを追加し、それに１歳６カ月とか３歳児健診の結

果だけではなくて、１カ月健診、４カ月健診、７・８カ月健診あるいは10カ月健診、そし

て５歳児相談会の健診結果もつけ加えていきますと、就学前の地域の子どもの状態がかな

り正確に把握できるということがわかります。 

 続いて、就学後は学校教育課が中心となるのですが、２～３年前に文部科学省が行いま

した所在不明の子どもの確認や不登校、いじめ、非行、児童虐待の可能性のある子どもを

把握した資料を反映すれば、少なくとも義務教育期間までは全ての子どもたちについて市

町村が把握できるような状況になると思います。それらの資料をもとに、児童福祉が要保

護児童対策地域協議会の対象児童を単に児童虐待に特化せずに、その子どもの人生におい

て困りのあるような場合は、たとえ医療的ケアの必要な子どもや身体障害であったとして

も、また、子どもの貧困などに代表されるような経済的困難であったとしても、その子と

その家族が住む市町村が、困りのある家族ごとに把握していき、必要な支援を提供するよ

うにしていけば、子どものウエル・ビーイングに焦点を当てた真のケアシステムが構築さ

れるようになるのではないかと思いました。 

 ちょっと長くなりましたが、２つ資料がありましたので、残りをちょっとだけお話しし

ます。 

 市町村の支援業務について、その後、述べております。この中で大切なことは、母子手

帳の交付に関して、必ず保健師が行うということが大切で、ここからいろいろなことがス

タートするのだなと非常に思います。ですので、単に手渡すだけではなくて、あくまでも
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そのお母さんの産前産後のケアの支援がどこまであるかというお話を聞くような形で、個

室でお話を聞きますと、いろいろなお母さんたちの困りが出てくるようですので、ここか

らスタートして、きちんと見ていく必要があるのではないかと思いました。 

 それぞれに対していろいろな意見を載せておりますが、次に大切なことは、それぞれの

まとめを子育て支援課だけでするとか、母子保健課だけでするとか、学校教育だけでする

のではなくて、相互がきれいに重なった形のところできちんとした検討会をするというこ

とが大事だと思います。 

 私たちとして一番、母子保健のところから児童福祉に関して大切だと思っているところ

は、10ページになりますが、その中にあります母子保健事業・養育支援訪問事業研究会と

いう会があります。この会につきましては、11ページの４に書いてあるのですが、最低３

カ月に１回、このこんにちは赤ちゃん訪問事業の結果をまとめて、母子保健事業・養育支

援家庭訪問事業を研修会形式で報告しまして、養育支援家庭訪問事業と連動するというこ

とです。そこでいろいろな方たちがお会いして、顔を見せて話し合うことによって、問題

になったので、では子育て支援課に行ってくださいというのではなく、連動していくとい

うところがありますので、そういったところを意識しながら、その他の点も考えていけた

らなと思っております。 

 すみません。長くなりました。以上です。 

○松本座長 ありがとうございます。 

 それでは、引き続いて、加藤構成員、お願いいたします。 

○加藤構成員 加藤でございます。 

 私の方は、後で配付されました資料３枚と、ネットワークの虐待ケース進行管理台帳が

２枚ございます。 

 たたき台案の資料２－１についての私の意見は、支援の内容についてというところの書

きぶりと、類型化ということについて少し補足していただきたく説明させていただきます。

支援の内容のところを読んでおりますと、拠点が全て支援をやっていくというような内容

に感じ取られましたので、要保護児童対策地域協議会や関係機関と一緒にやっていくとい

うところについて文言を入れていただきたい内容を入れております。２ページの（３）の

「支援計画の作成等」においても、拠点が支援計画を作るのではなくて、やはり必要に応

じた中で関係機関とともに個別会議を開催し、情報を共有して見立てを行いながら支援計

画を作成するということを入れていただきたいということで書きました。 

 （５）の「支援及び指導等」も、支援計画に基づきというところで、必要な場合にはと

いう次のところで、関係機関とともに役割分担をするを付記しております。 

 さらに、その下の幾つかのサービスを行うということについても、サービス提供は拠点

がサービス提供を行うのではなくて、関係機関と協議をし、調整をした上で提供を行うと

いうふうに文言をつけ加えていただきたいと思いました。 

 さらに、個々の家族の状況について、いろいろな課題があるわけですが、包括的な支援
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を結びつける適切な支援を行うということですが、関係機関との連携、共同に対しては、

実務者会議において調整機関のリーダーが進行支援に責任を持っていますので、そこをも

う少し入れていただきたい。 

 支援計画については、資料があればということで、１つは、資料３の15ページからにな

ります。これは、関係機関が一緒になってアセスメントをして、共同で共通したアセスメ

ントをして支援方針を考えていくという趣旨のもとに作成しており、支援計画については、

例えば17ページの下の記述がそれにあたります。ここには関係機関が共通の目標を立て、

当面の課題を持ち関係機関が適宜自分の担当について役割を分担し取り組む。取組も、フ

ィードバックをしながら目標に向けて支援を皆で共同でやっていくという趣旨です。個別

のケース検討会議のためのものとして提出しています。 

 ただ、全ての子どもの支援計画を今の膨大な数の中で立てるというのは大変なことでは

あるのです。全てのケースについての進行管理は実務者会議がやっておりますので、実務

者会議で泉南市が提供してくれました進行管理台帳にも支援方針という形で自由記述欄が

設けられています。協議内容は、課題として挙げることを、毎回書いています。 

 さらにもう一枚の方ですが、そのもう一枚の方も、市町名を書いておりませんが、当面

の援助方針という形でこのケースについて、新規ケースですが、どうやっていくかという

ことを共同で皆で支援計画を立てていくことになっていますので、こういったことで全て

の子どもの支援計画が成り立っているというのが現状であります。ですから、そういう全

ていろいろな機関と一緒にやっていくということが盛り込まれていくことが大事なのでは

ないか。 

 そして、類型化については後の資料でご覧いただきたいのですが、２枚目の資料のとこ

ろでカラー刷りにしていただきました。前回の話ですが、子育て世代包括支援センターと

地域子ども家庭支援拠点ということで、児童家庭相談が要保護児童対策協議会拠点という

形で担っていくという図を描いてみました。ここではやはり常に、相談から必要であれば

支援が届くというような仕組みが考えられるのではないかと、少しモデル的な形で描いて

みました。 

 以上です。 

○松本座長 どうもありがとうございました。 

 それでは、引き続いて、後藤構成員からお願いいたします。 

○後藤構成員 私の方からの提出資料は、事務局から提出いただいた今回の主な議論の対

象となっている資料２－１についての意見を具体的に述べたものですので、後ほどまた資

料２－１については順次、一つ一つ検討されるのかなと思うので、このペーパーを提出し

た後に気づいた点もありますが、それはまたその後の時間に触れさせていただくとして、

とりあえず提出した資料についての御説明を申し上げます。 

 まず、資料２－１の１ページの下の「３．支援対象」のところですが、論点として挙げ

られた支援対象の明確化がどこまでという話ですが、私の意見としては、この要支援児童、
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要保護児童、特定妊婦及びその家庭ということでも良いのかなと思っています。あとは具

体的には各市町村の実情に委ねるのが適当かなという考え方です。 

 ただ、もし付記するとすれば、今までの議論で出ておりますように、広く全ての子ども・

家庭を視野に入れながら、その必要度に応じて必要な支援を拠点として行っていくという

ようなことになろうかと思っています。いずれにしても、広く在宅支援を担うということ

になろうかと思います。 

 それから、この定義の対象でいくと、これはまさに要保護児童対策地域協議会の支援対

象と重なっていますので、これをどう整理するのかということで、そのうちの特に拠点が

分担することになったケースを対象という考え方もできるかなと考えたところです。 

 次に「４．支援内容」についてですが、これは整理の仕方を述べたものです。資料２－

１の３ページに参考として改正児童福祉法第10条の２がありますが、これの内容の順番に

沿って整理した方がわかりやすいのかなと考えた次第です。参考のところをご覧いただき

ますと、拠点が行う内容として、まず実情の把握、情報の提供、これはその１つ前の児童

福祉法第10条に市町村業務として掲げられているものの１、２です。これは個別ケースと

いうことではなくて、広くその管内の状況を全般的に把握、提供するものと考えています

ので、これを先に１、２として出して、続いて相談、調査、指導、これはまさに個別ケー

スの相談援助に関わることですので、これをちょっと詳しく、この順番に整理をして、続

いて、関係機関との連絡調整、その他の必要な支援という順番で整理をしてはいかがだろ

うかという提案であります。 

 それから、その途中の個別ケースの相談対応については、１つ加えていただきたいこと

として、市町村が通告の窓口でもありますので、虐待防止法に基づく虐待通告、児童福祉

法に基づく要保護児童の通告、それから、改正児童福祉法で新たに入った要支援児童等に

対する情報提供の受理、これを支援内容の中に盛り込むべきかなと考えたところです。 

 それから、論点としてあります児童相談所からの委託を受けて行う支援内容についての

記載は、今、申し上げた個別ケースの対応の相談、調査、指導の中につけ加えるか、ある

いは最後に別途、その後に６として追記する形が考えられようかと思います。 

 その他の必要な支援として、非行相談はどうなるかということもありましたけれども、

当然、非行相談も要保護児童または要支援児童に含まれると思いますので、支援対象とな

り得ると思いますけれども、例示としてもう一つありました養育里親支援等も含めてどこ

まで対応するかについては、市町村の実情に委ねるのが適当かと考えました。 

 「５．類型」についてです。これは後でまた詳しくお話を伺えればと思いますが、とり

あえずメモについての説明です。人口規模の表現がこの３つの類型で45万、17万、5.6万と

示されていますけれども、ここは何万人から何万人という形で幅を持たせて記載された方

がわかりやすいかと思いました。 

 それから、論点で挙げられています他との関係性の整理についてですが、これは拠点の

機能として最低限はっきりさせておくべきことのみを記載して、その他については市町村
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の実情に委ねても構わないということで書き分けた方が良いかと思いました。 

 最後にその他として、今回資料を提供していただいていますけれども、前回、市町村運

営指針等とどういう関係にあるのか、ちょっとわかりにくいなと私自身が思っていたので

すが、冒頭に、今回の拠点についての運営指針の作成目的、趣旨なりを記載していただく

と、そこら辺の関係が、今回の拠点の運営指針の位置づけといったようなものがわかりや

すくなるかなと思った次第です。 

 以上であります。 

○松本座長 ありがとうございます。 

 引き続いて、北村構成員、お願いいたします。 

○北村構成員 豊橋市の北村です。 

 私からは、25ページに資料を付けてあります。総務省が平成22年に公表している資料に

なりますので、既に御存じの方もあるかもしれませんが、このような調査を行っておりま

して、26ページに調査結果の一部を抜粋しております。上の段の１つ目が、児童相談所と

市区町村の役割分担について、それぞれ児童福祉司と市区町村の担当者はどのように思っ

ているのかというところですが、児童福祉司の方は「上手くいっていないと思う」または

「どちらかといえば上手くいっていないと思う」と回答している児童福祉司が47％いる一

方で、市区町村の担当者では約18％ということです。児童福祉司は上手くいっていないと

思っているけれども、逆に市区町村の担当者はそこまで思っていないというあたりが、や

はり意識のずれている部分といったところで、今後、拠点と児童相談所が連携していく中

で、こういった溝のような部分が非常に効果的な運営に対して懸念されるところではない

かと思います。 

 下の要保護児童対策地域協議会についても同様です。児童福祉司が「不十分だ」「どち

らかといえば不十分だ」と思っている割合が42％あるのに対して、市区町村は12％しか思

っていないというところでして、児童福祉司は機能していないのではないかと思っている

けれども、市区町村はこれで機能していると思っているというあたりに、やはり上手くい

っていない部分があるのではないかと思いますので、こういったところが意識として、拠

点を中心として連携していけるところが必要になってくるのかなと思っています。若干古

い資料になりますが、御紹介させていただきました。 

 あと、27ページです。これは26年度になってしまうのですが、福祉行政報告例の数値を

一部抜粋した資料になっています。拠点の中で今後議論になるところなのですが、児童福

祉司指導、いわゆる児童福祉法の27条２号措置のところですが、全国的には6,300件がある

ようでして、全体の相談の受付総数に対しますと1.5％の対応になっているところです。各

都道府県の状況を見てみますと、東京の3,000件というあたりですとか、逆にその上の千葉

県が１件となっています。都道府県においても、こういった措置の対応にばらつきがある

中で、市区町村の支援拠点にはこういった福祉司指導を、指導措置の委託を受けるという

ところをどこまで用意していくべきなのかというところが若干、実情の部分でいくとずれ
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ているところがあるのかなと感じています。 

 28ページを見ていただきますと、特に真ん中の児童福祉司指導の割合順に、上位、多い

ところでは相談受付数の東京都は9.7％はこういった福祉司指導を活用しているけれども、

少ないところでいくと本当に0.01％、0.04％といった割合です。年間に１件あるかないか

といった福祉司指導に対して、支援拠点がどういう対応をするのかということを書き込ん

でいくことが、このモデルとして必要になるのかどうかというところにちょっと疑問を感

じるところがありました。 

 こういったところがこれまでも井上先生の方からも出ているように、地域の実情であっ

たり、都道府県ごとの考え方ですとか対応も必要になってくる部分があるのかなというと

ころと、都道府県において２号指導の扱いをどのように考えるかというところも必要では

ないかと思いますし、そもそも現状、児童相談所も福祉司指導というのを児童相談所同士

の中でも対応に差があるのかなと思うと、そのあたりを支援拠点がどのように受けていけ

ば良いのかというのは、都道府県レベルでの整理というのもかなり必要ではないかと思い

ます。 

 以上です。 

○松本座長 ありがとうございます。 

 引き続いて、 澤構成員、お願いいたします。 

○ 澤構成員 渋谷区の 澤です。 

 私は、資料に４点挙げました。すみません、最後は脱字で「保健師の活用」を４番とし

ていただければと思います。 

 私は、今回の資料２－１を見させていただいての意見というところになりますので、こ

の後、御議論がされるかと思いますけれども、少し報告させていただきたいと思います。 

 まず、支援の対象なのですけれども、そもそも先ほども御意見がありましたように、何

で拠点をつくらなければならないのかということを明確にする必要性があるかと思います

けれども、私は、６月３日にいただいた児童福祉法等の一部改正の通知の中に明確に、市

町村における支援拠点の整備については児童虐待の発生時の迅速・的確な対応の方策とい

うところに位置づけられているという理解をスタートの段階からしておりますので、この

対象がぼやけることに対しては、現場の感覚で言うと非常に困るなという印象を持ってい

ます。ですので、もちろんそこには、子どもをすぐ保護するかしないかという差し迫った

事例もありますけれども、さ湯をどうやって作れば良いのかというような相談も子供家庭

支援センターには入っております。ですが、やはり中心は児童福祉法上に定められている

要保護児童、要支援児童、特定妊婦というところを支援の対象として考えていかないと、

何のために拠点を作るのかなというのは非常に疑問を感じています。私の意見です。 

 それから、現場は本当に困っています。多分、児童相談所も困っていると思います。い

ち早くシステムができて、膨大な数の相談、通告が寄せられています。それに丁寧に対応

しないとならないです。そういうことを考えると、この拠点のあり方を明確にしていくと
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いうことは、現場にとっては切実な思いですので、是非そのことを御報告したいと思いま

す。 

 あわせて、３番になるのですけれども、では、ポピュレーションアプローチとか新たな

社会的養育というところを手薄にして良いのかというと、それはまた違うと思うのです。

そのことについては、今日の資料にもありますけれども、昨年９月に出された新たな時代

に対応した福祉の提供ビジョン、そこから「我が事・丸ごと」地域共生社会実現本部が立

ち上がって、10月４日には第１回地域力強化ワーキンググループ、今回の資料にも載って

おります。そこの中で重要なこととして言われていることは、分野を問わずして相談のワ

ンストップサービスの構築というところが一つ大きなところだと思います。それから、公

助だけではなくて自助、互助、共助の仕組みをどうやってつくっていくかということが恐

らくこれからの日本の未来に重要だということで、この間もこの場で奥山先生の方からも

随分と提言されたのではないかと思います。 

 その点については、やはり子育て世代包括支援センターをどのように各市町村が機能さ

せていくのかということが重要ではないかと私は思っています。ですので、支援拠点と子

育て包括支援センターというところをもう少し分けて考えていく必要があるのではないか

と思います。 

 その上で、２番になりますけれども、先ほど加藤先生からお話もあったように、要保護

児童対策協議会の調整機関というのは、今、非常に重要な役割を果たしていて、今回お示

しされていた支援内容のところで、調査ですとか情報の収集とか提供ということがありま

すけれども、実際、現場の中では個人情報をどう扱うかということが非常に慎重に、そし

て難しい差なのです。我々は現場の中で、要保護児童対策地域協議会の第25条の２に基づ

いて情報を提供してくださいということを必ずまくら言葉のようにいろいろな関係機関に

言います。それから、ケース会議はまさに連携の場であって、そこで支援の方針が決まっ

ていくわけですけれども、このケース会議、もしくは実務者会議、進行管理ですね。その

要保護児童対策地域協議会の会議のところでも、必ずまくら言葉のように要保護児童対策

協議会25条の２に基づいてというふうに、その意義と情報の扱いについて皆さんに、場合

によっては一筆を書いてサインしていただきます。 

 その中で、やはり連携をして、そして支援の方向性というのが決まっていくのだと思い

ますので、ここで支援拠点がどういう計画を立てるのかということを議論するよりは、要

保護児童対策協議会をどのように各自治体の市町村の中で機能させていくかということの

方が大変重要な、今後のテーマになってくるのかもしれませんけれども、でも、このこと

と支援拠点を外すということは、原則的には現場の感覚では考えづらいなというのが感想

です。ですので、それぞれの自治体の実情はあるかと思いますけれども、基本的には支援

拠点の中で要保護児童対策地域協議会を持つということを原則に考えて進めていくことが

現実的な進め方ではないかというのが私の意見です。 

 最後に、保健師の活用ということで、いろいろなところで保健師という名称が出てくる



16 

 

のですけれども、実は、我々保健師集団の努力が足りないからだと思うのですが、保健師

は非常におもしろい専門性を持っているのです。もちろん医療、看護という４年間の専門

的な大学での勉強をした上で国家試験に合格するわけですけれども、それ以外にそこに書

いてあるように、これは私がざざっとまとめたものではあるのですけれども、平成25年４

月19日に「地域における保健師の保健活動について」という健康局長からの通知がありま

す。できればまた御用意していただければと思いますけれども、この中に保健師の専門性

が、ちょっとここにまとめたような形で書かれています。 

 何が言いたいかというと、児童福祉に限らず、先ほどの新たな時代に対応した福祉の提

供ビジョンというところでは、分野を問わずというところで今、共生社会というところで

一方で議論が進んでいると思います。ですが、そのときにどうしてこういうことが議論に

なるかというと、恐らくそれぞれの分野ごとに、高齢者も、障害者も、もちろん子どもも、

分野ごとに非常に日本は進んできているかと思います。ですが、それを横断的に橋渡しし

ていくようなものが少し欠落しているのではないかという議論が共生社会の方の第１回の

会議でもなされていたようです。そういう点で言うと、保健師は非常にそれぞれの自治体

の中で分散配置をされていて、私も高齢者部門にもいました。子ども・家庭の部門にもい

ました。障害の部門にもいました。他にもいろいろな部門に保健師が配置されていますの

で、この通知の中で一番重要なことと言われているのは、組織横断的な連携を図るように

ということが言われています。そして、住民の主体性を重視して、それを後押しするよう

な地域をつくっていく。そのためにはさまざまな計画に参画していくということが言われ

ています。それは非常に行政の中で専門性だと私は思っているのですけれども、とても特

殊なおもしろい働き方をする職種です。もちろん個人のケースワークもきちんとできます

し、地域を見ていくという視点を持っているのが保健師の専門性ですので、是非ここでは

御紹介して、御理解いただければと思っています。 

 以上です。 

○松本座長 ありがとうございます。引き続いて、鈴木構成員、お願いいたします。 

○鈴木構成員 すみません。当日になってしまいましたが、右肩に日本大学鈴木秀洋とい

う形で提出資料、Ａ４文書で３枚になっております。 

 配られた資料についてのコメントという形で出させていただいていますが、第１の構成

員限りの資料を見ていただきまして、その「要支援児童等（特定妊婦を含む）の情報提供

に係る保健・医療・福祉・教育等の連携の一層の推進について」というところの全体を通

してなのですが、レジュメを見ていただきますと、全体を通しての共通事項で、ここでど

ういう形のものを出そうとしているかということにつきまして、１「基本的な考え方につ

いて」の（１）です。要保護の場合と別に、今回メーンになってくると思うのです。要支

援を前提にしていることについては分かるのですが、ここは現場でその区別を明確にする

ことは難しい。前回ありましたが、要保護、要支援の定義のところに拘泥するとなかなか

難しいです。要支援専用のシートをつくって配って、また要保護と別のものを配るという
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のはなかなか実務に浸透しがたいのかなというところで、私としましては、要保護の場合

の情報シートと要支援の場合の情報シートは基本的には共通的なものを使って、要保護の

場合は欄をまた１個設けて、チェック欄を設けて、そこの部分は別にするとか、あわせる

形の方が実務の現場としては使いやすいと思います。 

 それについての理由としましては、※で書いたのですが、判断基準も曖昧で、要支援と

要保護の点については、後に初期の見立てのものと大きく変わってくる。要保護なのか、

要支援なのか。あとは時間的な経過で、要支援と思ったけれども要保護だという場合は、

実務で通常ですので、そこについては共通シートみたいな形を考えた上での上乗せという

ことが良いのかなと思っています。 

 １の（２）については飛ばします。 

 ２の「情報提供を行う場合に留意すべきこと」についてです。情報提供の場合に同意を

得ることを強調しますと、現場でどうなるかというと、同意を得られなかったから情報提

供できませんねというのが現実です。今もそのような形でなかなか情報は得られていませ

ん。なので、これについては原則として同意を得ることがというような形で、児童相談所

の運営指針の改定のところにも出ていますが、原則的な形を記入しつつも仮に得られない

場合はどうする、というような原則と例外的な形を一緒に書かないと、ここでストップし

てしまうというのが現場での感覚です。 

 あと（２）「情報提供を関係機関に依頼する場合」ですが、先ほどの 澤さんの話とも

リンクしてきますが、様式が定まるとすごく良いのですが、その場合、根拠法令は確実に

明記して様式に必ず入れるというのが必要で、何に基づいて医療の情報を提供しなければ

いけないのというような形は必ず出てきますので、様式を定める場合は根拠法令を、例え

ば法21条の10第５項に基づくという形でちゃんと明記してあれば、この様式が全部どこで

も使える。関係機関でいろいろなところに提示して、この法律に基づいて情報が欲しいの

ですよ、またはこの情報に基づいて提供しますということができますので、そういう工夫

が、細かく思えるかもしれませんが重要なことだと思っております。 

 次にレジュメの３「関係機関のそれぞれの役割」（１）「関係機関を紹介するとき」で

すが、適切な窓口を紹介するというだけだと、現場ではわかりませんので、例えば児童相

談所などちょっとしたポイントを入れていく、例示を１個でも入れていくというところが

必要だと考えています。 

 ３（２）「関係機関間のやり取りの書式統一」のところです。この点については関係機

関間で共通シートを使用するような強力な働きかけができないのかなと思っています。今

までもそれぞれの機関でシート作成はしているのでしょうけれども、現場のところで、例

えば保健師だとか、教育だとか、違う部署では全然違うシートを使っているので、自分の

ところのシートを使ってます。それを福祉とか保健部門では多いのですけれども、文書同

士のやりとりをしないで、ケースのやり取りを口頭で行っている、それを聞くのは一人一

人ではないので、皆捉え方も違うので、共通シートをいろいろな部署が共通して持つとい
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う形にすれば、そこに書き込みをして、たたき台の前提ができる、情報共有の前提ができ

ると考えています。 

 逆に、ここに書きましたが、共通シートを使っても時間がかかるのに、共通シートがな

ければもう１回、一からいろいろな機関のシートをそれぞればらばらにつくってあわせる

というところが非常に難しくなってきます。 

 レジュメ４「病院、診療所等の関係機関との関係」については、病院とか診療所につい

ては、市区町村に繋げる必要があるんだという説明を詳細に加えた通知を出して徹底して

いただければ良いなと考えております。 

 レジュメ５「その他の地域の保育園」等との関係です。保育園とか地域子育て支援拠点、

これらの機関は、皆当事者なわけであって、例えば要保護児童対策地域協議会を構成する

メンバーということであれば当然個別ケース会議等に出席して、役割分担をすることとい

うか、そのような形の記述をしていく必要があると考えております。 

 レジュメ６「私立学校等との関係」についてです。関係機関と調整をしていて、私立だ

から情報提供できません、私立だから関係ないですということがかなりありますので、私

立だからということはありませんよというところで、そのような記述は強調して書き込ん

でいく必要があると思います。 

 第２のところになります。私のレジュメの２ページで網かけしております。参考資料３

「市町村児童家庭相談援助指針の改正案について」です。この間の児童相談所運営指針と

リンクした形の市町村版についてですが、これの21ページの４節「児童家庭相談援助の流

れ」というのがあります。下から５行目のところで「互いが補いつつ」とあって、このま

ま出すのではないですよというのが前提だというのは当然分かっているのですが、例えば

こういう形だけよりは、法律の役割分担とかを追記して、少し具体性を持たせる。 

 あとは、レジュメ２の50ページのところで、そこは結構大きな話になってくると思うの

ですが、「市町村指導」のマル３で「専門的な知見からの助言」とありますが、ここも他

の部会でも話されているのでしょうけれども、何が専門的なのかというのはかなり議論が

あるところです。明確にした方が良い。児童相談所と市区町村のトラブルになってしまい

ます。例えば専門的な知見からの何かアドバイスが欲しいのですといった場合には、何が

専門的なのかというのがわからない。専門的な知見と具体例が何かしらあった方がという

ことで、私としては、レジュメの括弧に書いたのですが、市区町村にない資源としての児

童相談所としては医学的な診断とか心理的な診断とかができる、その辺の専門的な知見と

いうのであれば、それをちゃんと見立てて伝えるとかの文章で提示をするような形が必要

なのかなと考えております。必要な指示とか援助についても同じです。先ほど例がありま

したが、例えば指導の内容として注意喚起で終わるという事例はすごく多いです。それが

専門性というものではないでしょうというのが現場でやってきた感覚です。 

 レジュメ第２、３の51ページのマル４、ここの「市町村指導」というのも上記と同様で、

勧告という形でありますが、どのような形か文章で示すことが必要なのかなと思っており
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ます。 

 レジュメ４、53ページの３で下線を引いておりますが、「児童相談所等が行うアフター

ケアへの協力」。ここで委託先として市町村が追加されています。この点については、ど

のような形で情報提供がなされて方針の共有が図られるのか、については記述が必要なの

かなということで、児童養護施設があって、そこから出て、その市区町村にそのまま生活

をするという場合はある程度分かるのでしょうけれども、全然違うところに行っていて、

そのところの情報が全くないということはあります。そのような場合については、一から

生活についての情報を共有することが必要なので、その点のコメントです。 

 あとはレジュメ５番目の「連携」のところで第４節「学校、教育委員会等の関係」とい

うことで76ページになります。ここについても、「積極的な情報提供を依頼すること」と

ありますが、前回発言させていただいたのですが、積極的な情報提供を依頼するのではな

くて、学校側も子どもを守る当事者構成員なので、当然学校側が積極的に提供することと

いう形の記述が必要なのかなと考えております。 

 レジュメ第３の２ページの下の方になります。参考資料２－２に関連して、私の考えと

しましては、１「業務経験年数」で書いているように、業務経験年数６カ月未満の割合が

市区町村では25.7％という数値がございましたが、組織の中で、例えば少なくとも10％と

か、それを目指すというような数値目標は必要なのかなと考えております。 

 第３、２、「専門資格を有する割合」について、規模によるが、数値目標が必要という

ところも同様であります。 

 また、経験年数という指標はとる必要があるのではないか。新人職員で資格を持ってい

るから良いですとか、そういう形になってよいのかというところです。 

 第３、３、レジュメの最後のページです。結構ここは重要で、最初から議論になってい

ましたが、今回の子育て世代（母子健康）包括支援センター拠点についてというところで

す。これは機能設置で良いのだよというような議論がされるのだと思いますが、仮に機能

設置でよいとした場合でも、もしそうならば届け出でおしまいではなくて、具体的にどの

機関が、どの内容を担うのか。機関名まで含めて住民に公示するとか、その辺の指導や推

奨が必要なのではないかと思います。 

 何故ならばと※に書いてありますが、自治体によっては、今の段階でも機能で設置して

いるよというところはありますが、本当に設置しているといえるのか。改正の目玉であっ

て、ここをまさに充実させるよと言っているときに、現状のままで良いですという話には

ならないはずであって、何かしら上乗せがあって、子どもを守るためのシステムを作るの

だというところで今回始まっているわけで、人が足らないとかいうことでれば、国の補助

とかそういうところで補う話であって、そこについてちゃんと機関名を明示させるという

ところが担保として必要なのかなと思います。 

 最後になります。第４の２－１のたたき台のところを簡単に、※のところは前回発言さ

せていただいたので、１の「趣旨・目的、実施主体」の※社会福祉法人のところは、これ
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から議論すると思うのですが、やはり法人の構成員の資格とか経験年数、基準は示す必要

があるのかなと。事故等に関する監査・監督の責任とか、保育園の事故等もあります。か

なり重要なことかなと思います。 

 ２が３となっていますが、３「支援対象」のところです。ここは先ほどの繰り返しにな

ります。定義論に拘泥すべきではなくて、結局かかわり方、緊急なのか、重大なのか、そ

の点が重要だと考えています。 

 ４「支援内容」について、やはり指針のようにもう少し詳細に定めるべきではないのか

というところと、支援の前提として集めるべき調査事項にはどういうものがあるのかとい

うところの明記が必要なのかなというところと、※の３つ目ですが、「市町村指導」につ

いては、制度的には今回初めて入れ込んだので、紛れさせてしまうものではなくて、責任

の権限の所在、つまりボールがどこにあるのかというのをある程度明確にする意味で書き

分けておく必要があると考えます。 

 あと、支援拠点は先ほどと重なって、対応事項の詳述は必須だなと。 

 ５「類型」のところですが、ここは同じになります。１点だけ追加させていただくのだ

と、１人が負う事件数の目安というのはやはり何かしら必要なのかなと。100を超えないと

いうような割合での示し方がないと守られない。自治体の現場で100件を超えてやっていま

すけれども、そこが一つの基準になるのかなと考えています。 

 主な職員のところについては省略いたします。 

 以上になります。 

○松本座長 ありがとうございます。 

 残り40分なのですけれども、10分ぐらい時間を延長させていただいて議論というふうに

したいと思いますので、お含みおきください。 

 議論の進め方ですけれども、今、たたき台に沿ってですが、最初から潰していくという

やり方をとらないでおこうと思います。お話を伺いながら。 

○奥山眞紀子構成員 今、お話しになった方々への質問というのはないのですか。つまり、

それぞれがこうだという話だけで、議論になっていないですよね。今のお話に対してちょ

っと聞きたいこととかというのはできないのですか。 

○松本座長 そちらを先にしますか。恐らく、そこからもう実質的に議論に入っていくよ

うな気がするので、ちょっとその前にということで、１つは、実施主体の御議論いただき

たいことということ、これはむしろ支援対象と内容が固まってからの議論があった方が良

いと思いますので、支援内容のことに関わって、できれば少し時間を使いたい。実施的に

そこにいろいろなお話があったと思います。支援内容と関わって、支援対象のことも含ま

れるだろうということと、もう一つは、支援内容と関わって、関係機関との関係なり連携

のあり方ということが何人かの方からかなり出ましたので、そこをどのように考えたら良

いかと。要保護児童対策地域協議会との関係も含めて、支援内容と関わって関係機関との

関係なり連携のあり方ということについて議論をできれば先行させたいと考えています。 
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 その話があった上で、どういう職員が必要であるかとか、人口規模に応じてどのような

形があり得るかというふうにする方が生産的かなと思ったので、それは一応私の考えです。

議論は全部関連しますので、いろいろなところに飛ぶということはあり得るという前提で

す。 

 では、質問も含めて議論に入りたいと思いますけれども、今、奥山先生からまず質問の

時間をとったらどうかということですので、そのあたりから始めたいと思いますが、いか

がでしょうか。 

 どうぞ。 

○奥山眞紀子構成員 澤さんの方から、非常によくまとめてくださってあるのですけれ

ども、改正児童福祉法において「児童虐待発生時の迅速・的確な対応」の方策と書いてあ

るのですが、児童福祉法を読むと、10条の２で、市町村は、前条第１項（市町村の業務）

の業務を行うに当たり、児童及び妊産婦の福祉に関し、実情の把握、情報の提供と書いて

あって、その他必要な支援を行うための拠点の整備に努めなければならないということで、

虐待発生時の迅速・的確な対応とは書いていないと思うのです。 

○ 澤構成員 御説明を今しましたけれども、私が見ているのは、児童福祉法等の一部を

改正する法律の公布についての通知を見ています。 

○奥山眞紀子構成員 では、通知を何故そういう形で出されたのでしょうか。法律そのも

のではない形で通知が出るのはちょっとおかしいのではないかと。 

○松本座長 今のは事務局に対する御質問ですね。 

○奥山眞紀子構成員 事務局です。 

○松本座長 いかがですか、最初の通知のところがかなり限定的で、趣旨と違うのではな

いかということです。お願いします。 

○竹内虐待防止対策推進室長 虐待室長の竹内です。 

 今、手元に６月３日の公布通知がないので、正確にお答えするのは難しいのですけれど

も、実は私どもは法案の説明をするときに、こういうポンチ絵を使ってずっと説明してき

ておりまして、今回の改正についても、いつも御説明させていただく中では大きく４つの

柱で構成されていますと申し上げる中の１つには、「児童虐待発生時の迅速・的確な対応」

について、今回より一層の強化を図るのですということを申し上げてきております。その

中で、３つ目の柱のところがまさに「児童虐待発生時の迅速・的確な対応」という書き方

をしてあって、ここには児童の安全を確保するための初期対応等が迅速、的確に行われる

よう、市町村や児童相談所の体制や権限の強化等を行うということを説明してきておりま

す。恐らくこうした説明資料を持ってきて、要は柱立てのところの項目をこういう説明資

料の中のものをそのまま引用して作成してきているので、今、公布通知に具体的にどう書

いてあるかというのはわかりませんけれども、恐らく３つ目の柱のところの書き方をその

まま引用してきている。 

 今、審議官から実際に公布通知をお借りしましたが、やはり３番目の柱として、児童虐



22 

 

待発生時の迅速・的確な対応という柱を立てた上で、市町村における支援拠点の整備とい

うことで、そこには改正の概要ということで、市町村は児童及び妊産婦の福祉に関し必要

な支援を行うための拠点の整備に努めることとするという条文そのものも公布通知の中に

は書いてはあるのですけれども、それを全体ひっくるめる柱として、「児童虐待発生時の

迅速・的確な対応」という項目を立ててしまっていると。 

○奥山眞紀子構成員 専門委員会では必ずしもそういう意見ではなかったと思うのです。

もちろん、虐待通告の中で在宅支援になっているものが多いから、そこをどうしようかと

いうところは議論の始まりではあったと思うのですけれども、市町村が子ども家庭支援を

担うのだと、支援の中心は市町村なのだと、それをやる拠点を設けましょうという話だっ

たはずで、虐待対応だけやるということではないと私は思っていましたし、そうであって

ほしいと思っています。 

 それから、先ほど来、そういう意味で全てが要保護児童対策地域協議会対応になるよう

なお話が加藤構成員や 澤構成員から出ているのですけれども、例えば要支援で情報提供

しました、家事援助を入れれば何とかなるからそれだけでいきましょうという形になって

も、全部要保護児童対策地域協議会に上げなければならないとなると、物すごく大変にな

ると思うのです。先ほど言いましたように、拠点は虐待対応だけではないわけです。全部

やることを目的としているわけですから、そうなったらやはり要保護児童対策地域協議会

に上げるケースは、関係機関が集まってやらなければいけないケースをピックアップしな

いとやっていけなくなるのではないかと私は思います。 

○加藤構成員 よろしいでしょうか。私の「意見追加」のところの後ろの図を見てくださ

い。ここで今、奥山先生がおっしゃっていただいたように「地域子ども家庭支援拠点」は

基本にあります。これは子どもと家庭の相談があったときにいろいろな相談があるわけで

すね。一般相談があって、これは子どもの子育て支援事業を使えば良いということで依頼

をして振り分ける。それから、必要なニーズの相談があれば、それは紹介という形で相談

に行く。情報を共有しながら機関連携をし、支援が必要となる場合は、要保護児童相談拠

点という形できっちりとしたい、こういった図を書いてみたのです。 

○ 澤構成員 いいですか。 

○松本座長 ちょっとその前に、今、２点あって、最初の方の通知の書きぶりは、発生時

の対応に限ったものではないということは前の専門委員会の議論であるし、そこのところ

は通知の書きぶりを御検討いただく必要があるかと思いますので、その点の確認はよろし

いですね。その上でということです。 

 次は、要保護児童対策地域協議会の関係ということが今、議論になりましたので、そこ

についてということでお願いします。 

○ 澤構成員 虐待だけをやる部署を専門的な拠点とするべきだと私は考えているわけで

はなくて、虐待かもしれないと思って、要支援児童だと思ったのが要保護児童になること

も、その逆もあるわけで、同じように、この拠点は相談の種別で言うといろいろな相談が
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入ってくるかと思います。今もそうです。その中で、虐待かもしれないと思って関係機関

が連携していくと、そうではなくて、別のアプローチの方がより支援になることももちろ

んあるし、その逆もあるわけです。ですので、虐待かそうではないかということにこだわ

っているわけではなくて、そこで扱う緊急性ですとか、たくさんの関係機関が関わってい

かないと進んでいかないような難しいケースを要保護児童対策協議会の中で取り組んで、

その中で支援方策を進めていくというような拠点であるべきではないか。 

 もともと東京の子供家庭支援センターが一つのモデルとして考えられてきているという

ことは提言の中でもされているかと思いますけれども、そのイメージで言うと、まさに東

京の子供家庭支援センターで経験してきた身とすると、別に虐待だけではなくて、むしろ

そうではない相談の方が種別とすれば多いですので、全ての相談に乗るという意味では、

奥山先生のお考えには全く異論はないというのが私の考えです。 

○松本座長 お願いします。 

○後藤構成員 要保護児童対策地域協議会と市町村というか拠点の対象の重なりがどうい

う関係になっているかということとも関連してくるかと思うのです。それが同心円の関係、

どちらかがどちらかに含まれるのか、あるいは２つの円が一部重なっているのか、そうい

うことを今、発想しました。 

 それと、要保護児童対策地域協議会の場合は進行管理の対象ということで、要保護児童

対策地域協議会の構成メンバーのどこかが主に対応するということもあると思いますので、

進行管理の対象としては広いけれども、実際に支援を直接担う部分は少ないとか、そうい

うくくりもあろうかと思いますので、そこら辺の整理をしないと、要保護児童対策地域協

議会と拠点との関係が上手く整理できないのではないかと思いました。対象がどういう重

なりになるのかどうか、安部先生にお話をお伺いしたいと思ったのですが。 

○松本座長 今、要保護児童対策地域協議会との関係で少し議論が出ましたので、そこに

ついて、大事な論点の一つだと思いますので、御意見があれば重ねていただければと思い

ます。 

○安部構成員 安部です。 

 初めての参加なので議論についていけていないのですけれども、ずっと議論されている

みたいに、ポピュレーションアプローチが必要だということ、そして、心配な子どもには

しっかり関わっていきましょう、そして、本当に危ない子どもは児童相談所がしっかり関

わるという、この仕組みは皆さん合意していると思うのです。そのポピュレーションアプ

ローチと現在やっている要保護児童対策地域協議会との間の支援拠点というのが、先ほど

後藤先生が言われましたけれども、どこなのだというところが私もまだわからないところ

なのです。 

 ただ、実は私、もう一つワーキンググループに入っていて、福祉人材の検討委員会でし

たか、正式な名前は忘れましたけれども、調整機関に専門職を配置する。その専門職に研

修を課す。必ず研修を受けなさいということで、たたき台をつくったので、ワーキングの
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中でもまだオーソライズされていないのですけれども、３人で検討したときには、配置さ

れた調整機関の専門職は何を担うかというと、コーディネートを担う。そのコーディネー

ターはソーシャルワークとコミュニティーワークと両方できる人を想定している。そうい

う人が担うべきというのを調整機関の専門職として配置する必要があるのではないかと思

っていました。 

 なお且つ、これは私が言ったのですけれども、相談窓口に専門職を置くのではなくて、

調整機関に専門職を置きなさいという法律なのですね。ですから、要保護児童対策地域協

議会はこれからますますコーディネートに力を入れていくようになっていく。ただの名簿

の管理ではなくて、きちんと個別の支援ネットワークができていけるように、そういう意

味でそれぞれのケースに支援計画を立てるということと同じで、きちんと支援計画が立て

られるように、そして、立てられた支援計画できちんと支援が継続するように、見守りと

いってほったらかしにならないようなことを調整機関としてやりなさいというような議論

になっていて、その議論と調整機関の専門職をどう養成するかということは、実は多分こ

こととてもリンクしていて、両方が議論しながら、もしかしたら合同で考えなければいけ

ないことかもしれないと思います。 

 話を戻しますと、要保護児童対策地域協議会の調整機関はやはり調整機能を重視してい

きましょうというようになってきたときに、その目指すものと支援拠点が、これは奥山先

生に聞いた方が良いのかもしれないけれども、前回の専門委員会で議論された、きちんと

地域で支援ができる体制を作りましょうということがどんなイメージなのかというのを教

えていただきたいというか、それとも、ここでどんな議論がされているかということをも

う少し明確にした方が良いかなと思いました。 

 以上です。 

○松本座長 では、奥山先生。 

○奥山眞紀子構成員 多分、専門委員会の中でも何回か話されて、いろいろ議論があった

のは、最初はもうそっくりそのまま市町村の、とにかく拠点が全部包含するみたいな形で

考えていたのです。ただ、法律になったときは少し違っていたので、ポピュレーションア

プローチの方が外へ出たようなイメージになってしまっていたということはあります。た

だ、一番最初に考えたのは、拠点の中に全てが、要するに子ども家庭のところの部分は全

部拠点の中で担おうという形をつくってくださいというイメージでいました。 

 その中で、私は先ほどからの要保護児童対策地域協議会の調整機関にしても、子ども家

庭支援の拠点として重要なのはやはり責任を持つということだと思うのです。要保護児童

対策地域協議会の調整機関が調整だけしました、はい、子どもがどうなっても良いですと

いうわけではないので、ちゃんと要保護児童対策地域協議会が進んで、ちゃんと子どもの

支援になっているような責任を市町村が持ってほしいということはあるのではないかと思

います。 

○松本座長 今の補足というか、受けてですけれども、やはり市町村がきちんと責任を持
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っていけるような体制、地域をベースにしたソーシャルワーク機能をきちんと市町村が持

てる、そういうことが大事ではないかという議論はずっと根っこにあったと思います。そ

この話と、恐らく要保護児童対策地域協議会なり、あるいは関係機関の連携の話で、この

たたき台のところではまだそこの書きぶりが十分でないということは加藤構成員がおっし

ゃいましたけれども、私もそこは同感です。別の場所をつくって、児童相談所とケースが

ぶん投げ合いになる、あっちなのかこっちなのかということは一番避けるべきことだろう

と。そのときに、性格づけもそうですけれども、共同の仕組みをどのようにきちんと制度

化していくのか。その中で市町村の責任をどのように位置づけていくのかということが、

根っこのところの一番大きなことなのかなと個人的には考えています。そこを外すと、新

しいものが一つできたというだけで、かえって混乱することにもなりかねないと、これは

個人的に考えているところであります。ですので、市町村がきちんと責任を持って地域で

ソーシャルワーク機能を果たせる、そういう体制をどう作るか。 

 では、加賀美構成員。 

○加賀美構成員 奥山先生のお話を少し補うという形になるかどうかわかりませんけれど

も、専門委員会の議論の中では、包括的な、総合型の子供家庭支援センターを市町村に作

るというようなイメージで議論が始まったと思いました。名称は支援拠点となったのです

が、そもそも要保護児童対策地域協議会自体が支援の機能というのは市町村によって大分

温度差がありますし、きちんと子どもの支援ができていないわけですから、そこの支援を

きちんとしないと子どもを救いきれないのだということで、その支援の仕組みとして養育

支援あるいは家事援助まで含めて、市町村が総合的にそれをやる。もちろん、それをどこ

か他の機関と連携して担うということはまた別の問題として議論が出てくると思いますけ

れども、そういうイメージだったということを申し上げておきたいと思います。 

○松本座長 どうぞ。 

○高松構成員 小さな町で言いますと、本当に今、現実的に、要保護児童対策地域協議会

の事務局を持っているところがコーディネーター的な役割を果たして、虐待だとか、支援

だとか、養育だとか、すべてきているのですね。その中でいろいろケース会議をやりなが

ら、関係機関と調整を図りながら進めているのが現状です。子育て世代包括支援センター

の関係というところになっていますけれども、実際、小さな町あたりはこの言葉自体で結

構悩んでくるようなところがあるのかなと思います。今、要保護対策のところで責任を持

ってある程度やっているところが、この包括支援センターの存在によってぐちゃぐちゃに

なってしまわないかなというのが、すごく不安でもあります。 

 あと、専門職の配置なのですけれども、嘱託だとか非常勤でも良いというようなことを

書いてありましたが、夜間にこういうことが発生することもあって、私なんかも家まで電

話がかかってきて警察に呼ばれたり、児童相談所と連絡したりすることが多々あります。

そういう中で、そういう職員の配置体制で良いのかというところにも問題があると思いま

すし、やはり小さい町で言いますと、本当に要保護児童対策地域協議会の方に重点を置い
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ていくような考え方をしているところも多いのが現実かと思われます。 

○井上座長代理 高松構成員がすごく大事なことをおっしゃってくださったので、私たち

も小規模のところで同じような考え方を持っておりまして、今ある現状の要保護児童対策

地域協議会を大事にしておく。そして、次世代包括支援センターのところで特定妊婦さん

とかを扱うときに、母子保健のことだからということで引いていたところに、それはちゃ

んとしなければいけないのですよということが決まったというところを明確にする。母子

保健の中に私たちのところは１人コーディネーター役の人をつくって、そして、要保護児

童対策地域協議会との関係をつくっていく段階でわかりやすい人、いろいろなことが分か

って動ける人を明確に１人つくる。それから、要保護児童対策地域協議会側にも同じよう

につくって、母子保健のこともしっかり分かって一緒にやっていく、学校ともコーディネ

ートを一緒にやっていけるようなコーディネーターを１人つくっていって、そこが連携し

ていくというイメージでやっていくのですということを伝えた方が、私たちは良いのでは

ないかなと思っているということをお伝えしたいと思います。 

 以上です。 

○松本座長 他に関連して御意見はないですか。 

 お願いします。 

○安部構成員 ちょっと不思議なのは、要保護児童対策地域協議会という言葉がいっぱい

出てくるのですけれども、実は虐待通告を受けたりとか、母子保健業務をやっているのは

市町村なのですね。市町村が何をやって、要保護児童対策地域協議会はある意味連合体な

だけで、実体はないのですね。なので、そういう意味で調整機関といいますか、一般的に

は事務局というのですが、事務局が相談対応もすれば、台帳整理もすれば、ケース会議も

設定すればと何でもかんでもやっているので、そういう意味からすると拠点という言い方

でポピュレーションアプローチから要保護、要支援まできちんと対応をつくっていきまし

ょうと。だから、要保護児童対策地域協議会に頼るのではなくて、要保護児童対策地域協

議会は要保護児童対策地域協議会で大事なのだけれども、どうしても個別相談とか個別対

応に追われてしまって、マネジメント機能が弱いのではないか。そういう意味で出てきた

のが、調整機関への専門職配置であり、支援拠点かなというふうに私は理解をして、全然

別なことをするのではなくて、市町村が今までやってきた母子保健だとか子育て支援をし

っかりやりましょうと。それはポピュレーションとして皆が安心して子育てできるように、

子どもが守られるようにという仕組みを作り、なおかつ、心配な子どもについては拠点と

いう言い方で調整機能をしっかりやっていきましょうと。それが専門職配置であり、支援

拠点という言い方なのかなと理解をすると、そういう言い方で考えればわからなくもない

かな。 

 だから、実体的に言えば、要保護児童対策地域協議会の強化ではなくて、調整機関が本

来の調整機能をどう働かせるかというような議論にしていった方が良いのではないかと思

いました。 
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 以上です。 

○松本座長 奥山先生。 

○奥山眞紀子構成員 先ほどの要保護児童対策地域協議会はバーチャルなわけですね。バ

ーチャルなものと言うとおかしいのですけれども、ネットワークであって、実際に支援の

ノウハウを持っているところとしての市町村、それも必要なのだと思うのです。単にネッ

トワークの調整、コーディネートだけではなくて、市町村が現実に支援するわけですね。

そこも入ってくると思うのです。 

○井上座長代理 奥山先生が言われていることはよく分かるのですけれども、今、安部先

生と同じで、要保護児童対策地域協議会という言葉の中で既にきちんと先生たちが言われ

る拠点としての業務をやっているところがあるのです。 

○奥山眞紀子構成員 それは現実にあるのですけれども、考え方として、要保護児童対策

地域協議会というのはネットワークのことを指すと。現実の支援も含んでいるのですよと

いうことを入れ込む。 

○井上座長代理 それで、それが今回明確化されたということをしっかり打ち出した上で、

今までやっていた要保護児童対策地域協議会の問題は、１つの市町村の中で、児童相談所

にすぐ措置になるような重度の虐待の子どもさんたちがいたとしますね。そういう方たち

の場合は、要保護児童対策地域協議会の中に、実は実務者会議に出てこないでさっさとそ

っちに行ってしまっているということもあったのです。同じ市町村なのに、重度の子ども

さんなのに、それは児童相談所措置になっているので要保護児童対策地域協議会の話し合

いのところの統計としては出さないという形でやっているところも本当にあるのです。で

すから、そういうことではいけない。その市町村が全部、重度の人たちも把握した上で、

その中のケースの一部は児童相談所が今、見ていますけれども、先々また帰ってきますよ、

そのときに知らないではいけませんよというところを明確化していくようなイメージを出

していただいたら良いのではないかと思っています。 

 以上です。 

○鈴木構成員 １点いいですか。ここで議論するときに、単純化するとイコールで考えた

方が良いのではないかと思うのです。現場で要保護児童対策地域協議会と、先ほど概念と

かバーチャルとおっしゃいましたけれども、基本的には全部、子どもなら子供家庭支援セ

ンターとか中心となって実際全部動いているわけであって、ただそこで関係機関とか他の

機関から情報をもらうとか、ケースを全部進行管理するとかいうのはその機関だけに任せ

てはだめでしょうという話で、一応関係機関をかぶせるというか、守秘義務という問題も

あるので、法的に要保護児童対策地域協議会というものをつくっているわけですね。だか

ら、それは要保護児童対策地域協議会という箱物があるわけではなくて、全部基本的には

イコールなわけであって、法的規制とか何かしらをかぶせるための概念、ネットワークな

らネットワークというものをつくっているだけなので、ここで議論するときに何をしまし

ょうというときに、要保護児童対策地域協議会と使うのではなく、子供家庭支援センター



28 

 

とか子育て支援課とか、要するに市町村がやる役割を考えないと、要保護児童対策地域協

議会はどこにあってというような話は全然無意味というか、児童相談所も要保護児童対策

地域協議会の中に入っているといえば入っているわけですから、基本的には市区町村がや

っている仕事にプラスアルファで、もう少し保健とも切れ目のない支援をするのだという

ところで今回上乗せになったので、そこをどうやっていくかという話なはずなので、要保

護児童対策地域協議会のところばかり議論していくとよくわからなくなってしまうと思う

のです。 

○奥山眞紀子構成員 そうだと思います。私も、要保護児童対策地域協議会が前面に出て

きていることでわからなくなっていると思うのです。要保護児童対策地域協議会の調整機

関としての役割は、拠点の中の一部なのだと思うのです。 

○ 澤構成員 では逆に、そうすると、奥山先生に御質問なのですけれども、今、一方で

言われている子育て世代包括支援センターはどういう位置づけに理解をされているのでし

ょうか。 

○奥山眞紀子構成員 実を言うと、一番先に私が絵を描いたときにはそれも中に入れてい

た。 

○ 澤構成員 そうですよね。それだったらすごく良いなと思います。 

○奥山眞紀子構成員 中に入れていたのですけれども、法律になったときは外出しになっ

てしまったので、２つ立ち並んでいるような形になってしまったのですね。 

○ 澤構成員 もう今、それがすごく、多分少子化対策という問題と内閣府が出してきて

いる、同じように、別の名称で、やはり実態を把握してプランを立ててとかいうものがま

たあるかと思うのです。だから、似たようなことをいろいろな角度から錯綜しているのが

現状かなと思うのです。私も、奥山先生が言うように、子育て世代包括支援センターもこ

の拠点の中に全部入ってくるというのはすごくすっきりして、そこに要保護児童対策地域

協議会も入って、そうしたらそれもすごく壮大ですけれども、そういう子どもの全体のこ

とを考える、計画を立てるとか、そのようなところで市町村が責任を持って実効性のある

課題に取り組んで、役割分担をしながらだと思いますけれども、新しい拠点という、何か

そういうセンターみたいなものを１つ建物を作るということでは多分ないと思うのです。

今まであったものを上手に活用して、それをさらに充実していくことで、よりきめ細かい

支援をしていこうというのが多分スタートだったのではないかと思うとちょっと安心はす

るのですけれども、でも、子育て世代包括支援センター、これは本当に今、御意見があっ

たように市町村はこれをどうするのだろうというので大変困っている課題なのです。この

こととどのようにくっ付けていっていただけるのかなと思います。 

○高松構成員 本当に今、わからなくなってきているのが現実です。要保護児童対策地域

協議会は確かにネットワークかもしれないけれども、その要保護児童対策地域協議会の事

務局を持ってきたところというのは、一時保護ですとか児童相談所と連携して、かなりの

支援を中心的にやってきているのが実態です。それが自分たちでできなければ、例えば保
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健師さんにやっていただくとか、病院の看護師さんにやっていただくとか、いろいろな機

関と連携してケース計画を立てやってきているのが現実です。その中で市町村は本当にい

ろいろな業務を持ちながらそれをやっていることは、物すごくきつい仕事でもあるのです

けれども、市町村のお子さんの立場に立つと、ほってはおけないということで、要対協の

中心となり活動舞台として重要な役割を果たしています。本当にただのネットワークと思

って機能している市町村というのは、ないとは言えないかもしれないけれども、多くが責

任を持ってやっているのが現状であり、ただのネットワークではもうなくなってきている

ような気がしています。 

○安部構成員 私が言っているのは、ネットワークと言っているのではなくて、実際に市

町村の子ども・家庭相談の窓口が直接支援もしながら皆に調査もするし、マネジメントも

するという本当に多様なことをやっている気がするのです。それが無駄ということではな

くて、とても良いやり方なのだけれども、えてして、本当に大変なケースへの直接支援に

忙殺されてしまって、全部調整機関に、全部事務局に、全部相談員さんやってください、

保健師さんやってください、何かあったら全部事務局にというふうに過重に負担になって

いるのではないかという気がするのです。 

 だからこそ、直接支援が要らないということではないけれども、もっと皆で支えるのが

本来の要保護児童対策地域協議会でしょうと。皆で支える仕組みをどうやって作ったら良

いかということでの調整機関への専門職配置と私は理解したのです。 

 これは今ではなくて、10年先にこうなったら良いねということを多分考えている。10年

先にはこんなふうにすべきということを考えている議論ではないかと思うのです。 

○松本座長 もうかなり時間が、残り時間のことも気にしながらということですけれども、

実際に市町村なり地域ベースで支援をどうしていくのかということで、今どこがどうして

いるのかということと、本来どうあるべきかと。あとは関係機関の連携をどう作るかと、

今どうつくられていて、本来はどうつくっていくべきかという議論が重なり合いながら出

てきているように思うのです。 

 これは今日ここで決着がつくというよりも、議論は継続ということになると思いますけ

れども、もう一つは、関係機関との連携というときに、児童相談所とかとの連携なり、何

人かの方から支援計画だとかアセスメントの仕方をどうやって共同でやっていくのかとい

うようなことが出てきましたので、それはこういう拠点ができているときに、１つ物がで

きてばらばらになるというよりも、むしろそれを統合して共同でやっていけるような仕組

みといいますか、そのように機能していくことが大事だと思っています。 

 その点について、私個人的にはそのように考えているのですけれども、何かお考えなり

御意見のある方がいらっしゃったら。 

 どうぞ。 

○安部構成員 １回目の資料に出していた気がするのですけれども、児童相談所と市町村

との連携の一つに、今度、児童福祉法の改正で児童相談所に児童福祉司のスーパーバイザ
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ーが配置されます。その人は、児童相談所のスーパーバイズだけではなくて、市町村が持

っているケースのスーパーバイズの責任も負ったら良いなと思っているのです。にらまな

いでください、後藤先生。児童相談所の仕事が増えると言われるかもしれない。 

 つまり、何をするかというと、進行管理会議、それから個別ケース検討会議に児童相談

所の担当者ではなくて、その会議のスーパーバイザーとして出てきてほしい。そして、児

童相談所の立場、児童相談所の応援ではなくて、このケースは何が問題なのだ、このケー

スはどういう支援が必要なのだ、それでそれは誰がどんなふうにするかはまた皆で話し合

うことだけれども、ケースの見立てということを個別にOJTですね。実際のケースに応じて

スーパーバイズできていくような役割もそのスーパーバイザーが持つということができる

と良いのではないかなと思っていました。 

 もう一つは、別のところで議論されているみたいですけれども、児童相談所と市町村と

の共通アセスメントシートというのが今、作られているはずなので、それを一つの目安に

しても良いのかなと思いました。 

 以上です。 

○松本座長 他はいかがですか。 

 奥山先生。 

○奥山眞紀子構成員 その共通アセスメントシートという話がずっとあるのですけれども、

実を言うと私はちょっと危惧しているのです。何故かというと、チェックリスト系の共通

アセスメントシートで、チェックリストを、はいと言って、あちらに渡して終わりではま

ずいのです。アセスメントというのはストーリーだし、そこを一緒につくっていかなけれ

ばいけないものであって、多分皆さんはそう思っているのだと思うのですけれども、それ

が現場におりたときに、チェックだけすればお互いに分かった気になってしまうというこ

とだけは避けてほしいということを私は要望したいと思います。 

○松本座長 では、加藤さん。 

○加藤構成員 共通アセスメントというのは、チェックを互いにするというのではなくて、

個別ケース検討会議などで協議をするときの共通の言葉ということで用いるべきだと思い

ます。ですから、考え方も異なっているのだけれど、どこに着地点を求めていくのかとい

う場合に用います。虐待事例への対応は多職種、多機関で一緒にやっていかないといけな

いというときには、一緒に共通の言葉で共有して見立てていくことがすごく大事な作業に

なっていくかと思います。 

○鈴木構成員 ２点なのですが、今の共通シートで言うと、一緒にやろうというのは理想

形だと思うのですけれども、現実には無理ですね。例えば電話がかかってきました、48時

間ルールがあります。泣き声通報があって、どうやって見立てチェックをして、それをど

この機関とどう話すか。そのシートをつくって渡すというわけではなくて、そのときに一

緒に会議をしようというのなら分かるのですけれども、皆がそれぞれ、児童相談所だった

り、保健所だったり、いろいろな機関で共通シートを持っていれば、第一段階の問題とし
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てはそこのチェックの漏れはなくなるわけであって、その共通のものを要保護児童対策地

域協議会だったら要保護児童対策地域協議会にいるメンバーは皆同じにしましょうとかい

うことを少なくとも働きかけないと、シートもないのであればまた別々のことをやるわけ

であって、共通シートで済ますのではいけないというのはそのとおりだと思いますけれど

も、共通シートがないことは、かなり関係機関間の調整が現場の仕事負担を重くしている

というのが現実なので、そこについて、私は共通シートは必要で、前もつくっていて様式

も示しているのでしょうけどけれども、児童福祉法も変わったのだし、これは強硬に今回

は共通のものを出さないと、そうでないと命を守る時間が遅くなると思います。 

 もう一点、要保護児童対策地域協議会について、棚上げしたのでしょうけれども、１つ

だけ。今も関係機関はそれぞれ独立の機関であって、例えば保健所とか学校がある。もと

もといろいろな事件があって、ケースがあれば、当然そこのやりとりはしているわけであ

って、それを要保護児童対策地域協議会と法的に呼ぶか呼ばないかというだけの話なので、

そこのところで要保護児童対策地域協議会と呼んで会議をわざと法的な枠組みを入れると

いうのは、守秘義務とかも外せるのです。そうでなければ、要保護児童対策地域協議会と

いう枠組みをかぶせなければ守秘義務の問題が生じますので、そのネットワークに入れる

かどうかという話で、要保護児童対策地域協議会を考えるべきであって、ワーキングでは、

実際は個々の機関間の連携をどうするかとという話を具体的に詰めていけば良い話なのか

なと思います。 

○松本座長 共通のアセスメントシートをというときに、これは私の個人的な考えなので

すけれども、例えば合同で会議をするタイミングとか、初期アセスメントときちんとケア

プランを立てるときのアセスメントはちょっと分けた方が良いような気がして、最初のア

セスメントで初動で動くというときに、それが共通のものであるということはその後の動

きをスムーズにするということと、もう一つは、その後、きちんと合同でアセスメントを

して、ケアプランを共有する会議をちゃんと持つということをきちんと入れ込んでいかな

いと、そういうときにきちんと拠点の機能とかませるという形でないと、先ほど危惧で申

し上げましたけれども、新しいところが１つできて混乱するとか、ぶん投げ合いになると

かいうことを防げないだろうと思うのです。 

 そういうときに、児童相談所の指導委託、かなりばらつきがあるということで、ばらつ

きがあるので逆にそこを考えるのはどうなのだろうという御意見もあったかもしれません

が、逆にここはきちんと積極的に活用して、指導委託するのであれば、それはきちんとケ

アプランも共有して委託していく。投げるというよりは共同でやるという形で、児童相談

所の方もそこはそういう形できちんと地域とつながるというふうにしていかないとまずか

ろうと。あるいは措置解除のときも含めて、きちんとその後のケアプランを共有できるよ

うな指示をきちんとする。例えば合同の会議をこういったタイミングで持たなければいけ

ないとか、そのような取り決めをきちんと作る。それはこの指針にも書く必要があると思

いますし、全体で共有するような指針なりガイドラインのようなものを一方で作成する必
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要もあると思いますけれども、そういうイメージがないと、今おっしゃったように具体的

にどう連携するのか、実際の支援がどう行えるのか、そこできちんと自治体が責任を持っ

てやられることは何だと、責任を果たすとしたらどういうことかということがないと、そ

のときの具体的な姿が実際の共同の指針だと思うのです。 

 なので、そのようなものも実際にここに出して、どういう形になるかで出してではない

と議論が先に進まないかなと思ったので、先ほど棚上げということは変ですけれども、む

しろ具体的な共同のあり方ということについて御意見を出していただいて、それをもとに

もう少し具体的な形をつくっていくというふうにした方がよいのではないかと、これは私

の意見です。 

 では、奥山さん。 

○奥山眞紀子構成員 指導措置の委託とその他の共通アセスメントはまた別なのではない

かと私は思っています。指導措置の委託というのは、あくまで指導措置は児童相談所の責

任ですね。その中で支援の部分を市町村に委託するというわけですから、ある意味、支援

計画は責任としては児童相談所が立てなければいけないと思うのです。 

 そうではなくて、通常の支援の場合には市町村が中心になって、いろいろな機関の共通

アセスメントもあるでしょうし、児童相談所と一緒というのもあるかもしれませんけれど

も、それはまた別に考えた方が良いのではないかと思うのです。 

○ 澤構成員 今の意見については私も全く同感です。 

 児童相談所との連携というところに戻して東京の実態を少しお話しさせていただければ、

奥山先生がすごくこんな顔をされていましたけれども、この間、東京ルールとガイドライ

ン、こんな分厚いものが示されたかと思います。あのように東京ルールという名のもとで

共通のアセスメントシートも東京都の児童相談所と子供家庭支援センターはツールとして

はあるのです。ですが、私の経験、鈴木さんの経験も是非聞かせていただきたいのですけ

れども、今、保健所として要保護児童対策地域協議会の中で児童相談所とも関わるのです

が、議論するために持っている情報をきちんと精査して、正確な情報を紙に起こして各機

関持ってきます。保育園もしかり、女性相談員の人もしかり、皆さん持ってきます。持っ

てこないのは児童相談所だけです。どうしてなのだろうといつも思いますけれども、持っ

てきません。共通のツールがあれば持ってきていただけるのであれば、それを是非持って

きていただきたいと思いますけれども、もうここにありますよね。我々は児童相談所に沿

って、児童相談所が判断しやすいようにこのツールに沿って要支援児童のツールも、特定

妊婦のツールも、渋谷区はつくっています。それに沿ってチェックをして、このような状

態ですというふうに児童相談所にお渡しすることは、要保護児童対策地域協議会の会議の

中で現に既にやっています。それでも児童相談所の方々は紙で持ってきません。どうした

ら良いのでしょうかと非常に、ここで言う話ではないかもしれませんけれども、それぐら

い児童相談所との連携は本当に難しいです。 

 そういう中で、知らなかったとか、直接会っていないからとか、紙に書いてあることだ
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けだからといって温度差が生まれていくのです。本当にどうしたら良いのだろうなと思い

ますけれども、児童相談所との連携というのは大変重要なテーマの一つなので、是非この

拠点の中に入れていただく必要があるのではないかと思います。 

 それから、東京都は既に第何期かの死亡事例の検証の結果から、もう５～６年たつと思

いますけれども、今、チーフと言われる、多分これからスーパーバイザーになっていく方

だと思いますけれども、毎月の進行管理、それから、子供家庭支援センターの所内会議を

毎週やっているのですけれども、そこのところにアドバイザーという名目で来ていらっし

ゃいますが、私たちは連携する機会だと捉えて、何か上から下に助言をいただくというよ

うな感覚はあまりないのです。むしろこのように動いていただきたいというふうに協力的

な態度で児童相談所の方を受け入れていて、是非この子を児童相談所に持って帰っていた

だいて、措置等できるように調整しているような気が現場とすればしています。 

○松本座長 ありがとうございます。 

 今、 澤さんがおっしゃったようなことが起こらないように、どのようにこれを使って

いくのかということをもうちょっときちんと書かなければいけないと個人的には思ってい

ます。連携しましょうとか、連携を強化しましょうではなくて、何をすることが連携なの

かということを具体的に書かないとまずかろうというのが個人的な意見です。 

○奥山眞紀子構成員 実を言うと、東京都が子供家庭支援センターに東京ルールみたいな

ものを作ってしまって、正直言って、それが児童相談所の機能低下を招いた部分もあるの

ではないかと思うのです。というのは、本当に支援に児童相談所が入っていないのです。

ある事例で、児童相談所が区と連携して支援をしたいといったときに、児童相談所さんに

支援計画を書いてくださいといったら書けないのです。全く書けないのです。書けなくな

ってしまったのか、もともと書けなかったのかはわからないのですけれども、書けない人

が多い。書ける福祉司は東京都にはもう何人かしかいないというぐらい、家族に支援をす

ることがほとんどできなくなっているという感じがします。 

 私は十数年前に子供家庭支援センターができたころには、区で大丈夫かと最初は思って

いました。だけれども、10年たったら完璧に逆転しています。今、区とは連携できるけれ

ども、児童相談所は連携できないという感じになっていて、本当にレベルが変わってきて

しまったというのはあると思います。それは実情だと思います。 

○松本座長 もう10分延長の時間も経過していますので、議論は、今日ここで整理をする

というよりは継続するという形をとりたいと思います。ただ、申し訳ない、何の打ち合わ

せもないですけれども、井上先生、この後で座長と座長代理で論点を整理させていただい

て、皆さんにもお流しして、次回また議論を継続するというふうにしたいと思います。 

 ここで一旦打ち切ってということですが、やはり今日かなり踏み込んだ議論ができたと

思います。まとまるという点ではまだですけれども、踏み込んだ形で、実際に今あるもの

との関係、それは要保護児童対策地域協議会の持っている機能との関係をどうするのかと

いうことと、もう一つは児童相談所との関係をどうするかということは、市町村ベースに
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してきちんと整理をしておかないとまずかろうということを改めて思いました。 

 次回ですけれども、事務局からも御案内があるかもしれませんが、ちょっと時間を長目

にとらせていただいて、２時間というよりは３時間とかで議論の時間を確保して、少しま

とまりのある形で作っていきたいということと、場合によっては、予定にありませんけれ

ども、12月にもう１回入れていくというふうにして、議論の進捗を見ながら、１回予定よ

り増やすということもお含みおきください。 

 それでは、事務局の方にお返しします。 

○竹中虐待防止対策推進室長補佐 本日は御議論ありがとうございました。 

 今後のことについて、資料４を御用意させていただいたのでご覧いただきたいと思うの

ですけれども、A4横の「今後の進め方のイメージ（案）」ということで、今日第３回が終

わって、第４回、今、座長からお話がありましたとおり、今回に引き続き支援拠点の運営

指針の素案について御議論いただくということと、当初の予定では、市区町村業務の在宅

支援の強化を図るために支援方策（ガイドライン）の策定に向けた議論を、当初の予定で

は次回から進めていこうと。このガイドラインは年度内にまとめていただき、これが先ほ

ども御説明しました市町村援助指針の抜本的な改正につながっていくという流れを考えて

おりましたけれども、今回いろいろと御議論が出ましたので、そこまでできるかどうかと

いうのをお含みおきいただきたいと思います。 

 また、今日も御議論いただきましたけれども、児童虐待対応に係る児童相談所と市町村

の共通アセスメントツールについて、その案をお示しさせていただいて、御意見を是非い

ただきたいと考えてございます。 

 その後、当初の予定では２月まで会議があきますので、座長からお話がありましたとお

り、12月の開催も含めて、また今後調整させていただきたいと思います。日程の調整もさ

せていただきます。 

 次回は、11月30日水曜日、１時半から当初は15時半までを予定しておりましたけれども、

それを１時間延長させていただいて、16時半までの３時間ということで予定をしておりま

す。場所は、この建物の中で２つおりて17階の専用第21会議室を予定しております。また

構成員の方々には改めて御連絡をさしあげたいと思います。 

 事務局からは以上でございます。 

○松本座長 ありがとうございます。 

 特に次回、御案内いただきましたように、ちょっと話題に出た共通アセスメントツール

の案も出されるということです。ただ、ツールの検討というよりは、それをどのように生

かして使っていくのかと。もう一つは、その使い方をきちんとどこまで明文化して書いて

いけるのかということの議論も含めてしたいと思います。それとの関係で、この拠点がど

ういう責任を持って役割を果たしていけるかという議論を重ねていきたいと考えておりま

すので、御意見よろしくお願いしいたします。メモでもいただけると大変助かります。 

 では、今日は以上であります。どうもありがとうございました。 


